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川崎医療短期大学公的研究費事務執行要領

（目 的）

第１条 この要領は、川崎医療短期大学（以下「本学」という。）における公的研究費の事務執行手続き

に関し必要な事項を定めるものである。

２ 公的研究費の執行については、その配分機関の定める取扱規程その他関係法令に定めるもののほか、

この要領に定めるところによる。

（公的研究費の立替）

第２条 公的研究費の執行が可能となった日から本学へ公的研究費が送金されるまでの間、学園から借

り受けた立替用資金による運用又は研究者等による一時立替払い等により、研究活動を行うことがで

きる。

２ 研究者等が遠隔地において研究遂行上必要な物品を購入する場合やその他必要な執行が生じた場合

等、やむを得ない理由がある場合は、研究者等による立替払いをすることができる。ただし、支出の

妥当性等については別途承認を得るものとする。

（クレジットカードの使用）

第３条 クレジットカードの使用については、「学校法人川崎学園クレジットカード使用に係る取扱要領」

に定めるところによる。

２ クレジットカードの使用については、別途定める。

（設備備品等の寄付）

第４条 研究者等が直接経費にて購入した設備備品等の寄付は、「公的研究費（科学研究費補助金等）で

購入した備品に関する申し合わせ」の定めるところにより、それに係る手続きは事務室が行うことと

する。

２ 直ちに寄付することにより、研究遂行上支障が生ずる特別な理由がある場合には、事前に交付機関

の承認を受けて、研究遂行上支障がなくなるまでの間、寄付を延期することができる。

３ 研究者等が他の研究機関に異動する際に、寄付された設備備品の移管を希望する場合は、新たに所

属する研究機関において当該設備備品の受け入れが可能な場合に限り、学園は当該設備備品を研究者

等に返還することとする。

（関係書類の整理・保管）

第５条 事務室及び経理部は、公的研究費の配分機関の定める関係書類を整理し、補助事業期間終了後

５年間保管しなければならない。

２ 前項に定めるものの他、本学が必要と判断した場合は、研究者等に書類等の提出を求めることがで

きる。

（マイナンバーの管理）

第６条 事務室は、必要に応じ研究協力者等に対しマイナンバー及び身分証明書等の提出を依頼するこ

とができる。

２ 取得したマイナンバー及び身分証明書等は、所定の金庫にて厳重に保管し、当該年度終了後、破棄

することとする。

（物 品）
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第７条 物品（設備備品（図書含む）、消耗品）の請求にあたっては、原則として学園所定の請求伝票を

用い、学園の定める手順により請求するものとする。ただし、間接経費による図書購入は、図書館ホ

ームページから申請するものとする。

２ 物品購入の証拠書類として必要なものは、原則として、相見積書・納品書・請求書とする。

３ 前項に関わらず、学園購買部で随意契約をしている物品に関しては、相見積書を必要としない。

（旅 費）

第８条 旅費の請求にあたっては、学園の定める手順により、学会プログラム等出張の内容がわかる書

類を添付のうえ、所定の期日までに学園の定める出張の手続きを行わなければならない。なお、学園

以外に所属する補助事業者でない研究協力者等（以下、「研究協力者等」という。）の旅費の請求にあ

たっては、事前に研究協力依頼の手続きを行うものとする。

２ 旅費の算定にあたっては、「学校法人川崎学園出張・旅費規程」のほか、「川崎医療短期大学公的研

究費旅費算定基準」に定めるところによる。

３ 旅費は、原則として出張者本人名義の口座に振り込むこととする。

４ 出張を行った研究者等は、帰学後直ちに所定の様式により当該出張についての報告を学長に行うこ

ととする。

５ 本学所属の研究者が代表者の場合で当該研究にかかる会議・打合せ等を行った場合は、研究代表者

が出席者を議事録等で報告することにより、他の参加者の報告書に代えることができる。

６ 旅費について源泉所得税を徴収する必要がある場合は、源泉徴収後、所轄の税務署へ納付するとと

もに、学外研究協力者等に対し所定の法定調書を送付する。

（人件費・謝金）

第９条 研究者等が研究協力者等を募り、人件費あるいは謝金を支出する場合は、所定の期日までに「研

究協力者採用願」を事務室へ提出し、学長の承認後に研究協力者等の所属機関（所属機関等がない場

合は本人）に研究協力依頼状を送付し、承諾を得た後に研究協力を依頼しなければならない。ただし、

「研究協力者採用願」及び承諾書に準ずる書類がある場合は、この限りではない。

２ 人件費・謝金については、次のとおり運用するものとする。

(1) 人件費・謝金の単価は、原則として別表のとおりとする。

(2) 原則として、通勤手当、駐車場代等は支給しない。

(3) 学校法人川崎学園と雇用関係にある研究協力者等に対しては、人件費の支払いは行わない。

３ 人件費・謝金の請求にあたっては、「謝金支払依頼書」に研究協力の事実を確認できる証憑類等（成

果物、報告書、会議録、勤務実績報告書等を含む）を添付し、事務室へ提出しなければならない。た

だし、研究者等が適切に保管することが望ましいと判断される証憑類等（被験者情報、公開を差し控

える事情がある論文等）については、事務室担当者による確認後、研究者等が当該証憑類等を保管す

ることができる。

４ 人件費・謝金について源泉所得税を徴収する必要がある場合は、源泉徴収後、所轄の税務署へ納付

するとともに、学外研究協力者等に対し所定の法定調書を送付する。

（その他）

第10条 その他、研究に直接必要なものについては、別途学長の許可を得るものとする。

附 則

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。

２ 川崎医療短期大学科学研究費取扱要領（平成27年４月１日施行）は廃止する。

３ 川崎医療短期大学公的研究費物品検収要領（平成27年４月１日施行）は廃止する。
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【別表 諸謝金の単価】

用務内容 職種 対象 単価（円） 摘要

定形的な用務を

依頼する場合
1時間当たり

人材派遣会社と

の契約による
実験補助、研究資料整理等

※本謝金単価には、所得税を含む。

用務内容 職種 対象 単価（円） 摘要

研究支援、研究補

助を依頼する場

合（実験助手、研

究資料等の解析

等）

医師

１回当たり

14,100 医師以上の者または相当者

技術者 7,800

大学（短大を含む）卒業者又

は専門技術を有する者及び相

当者

研究補助者 6,600 その他

講演、討論等研究

遂行の上で学会

権威者を招聘す

る場合

教授

１時間当たり

9,300 教授級以上または相当者

准教授 7,700 准教授級以上または相当者

講師 5,100 講師級以上または相当者

治験等のための

研究協力謝金
１回当たり 1,000

治験、アンケート記入などの

研究協力謝金については、

協力内容(拘束時間等)を勘案

し、常識の範囲を超えない妥

当な単価を設定すること。

なお、謝品として代用するこ

とも可(その場合は消耗品費

として計上すること)

※本謝金単価には、所得税を含まず。

上限を超えて単価を設定する必要がある場合、理由書(様式自由)を提出すること。


